
（単位：百万円）
平成25年度 平成26年度 対前年度比較

施策・事業

当初予算額 予算額 増△減額
第２部　施策の基本的方向と具体的施策
第１分野　政策・方針決定過程への女性の参画の拡大

36 36 0

  １　政治分野における女性の参画の拡大 － － －

  ２　司法分野における女性の参画の拡大 － － －

  ３　行政分野における女性の参画の拡大 33 23 △ 10

  ４　雇用分野における女性の参画の拡大 0 10 10

  ５　その他の分野における女性の参画の拡大 3 3 0

第２分野　男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し、意識の改革
90 82 △ 8

　１　男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し 0 0 0

　２　国民的広がりを持った広報・啓発活動の展開 63 54 △ 8

　３　男女の人権尊重の理念と法律・制度の理解促進及び救済・相談の充実 16 16 0

　４　男女共同参画に関わる調査研究、情報の収集・整備・提供 12 12 △ 1

第３分野　男性、子どもにとっての男女共同参画
1,628 3,283 1,655

　１　男性にとっての男女共同参画 823 2,959 2,135

　２　子どもの頃からの男女共同参画の理解の促進と将来を見通した自己形成 107 101 △ 6

　３　子どもの健やかな成長と安全で安心な社会の実現 697 223 △ 474

第４分野　雇用等の分野における男女の均等な機会と均等の確保
26,337 61,395 35,058

　１　雇用の分野における男女の均等な機会と待遇の確保対策の推進 257 158 △ 100

　２　非正規雇用における雇用環境の整備 5,819 16,303 10,483

　３　ポジティブ・アクションの推進 262 465 203

　４　女性の能力発揮促進のための支援 14,568 38,589 24,021

　５　多様な生き方、多様な能力の発揮を可能にするための支援 5,399 5,845 446

　６　「Ｍ字カーブ問題」の解消に向けた取組の推進 0 0 0

　７　女性の活躍による経済社会の活性化 31 36 4

第５分野　男女の仕事と生活の調和
2,297,349 2,473,381 176,033

　１　仕事と生活の調和の実現 345,161 385,460 40,299

　２　多様なライフスタイルに対応した子育てや介護の支援 1,952,075 2,087,807 135,731

　３　働く男女の健康管理対策の推進 112 114 2

第６分野　活力ある農山漁村の実現に向けた男女共同参画の推進
4,130 3,459 △ 671

　１　意識改革と政策・方針決定過程への女性の参画の拡大 3,963 3,383 △ 580

　２　女性の経済的地位の向上と就業条件・環境の整備 144 76 △ 68

　３　女性が住みやすく活動しやすい環境づくり 22 － △ 22

第７分野　貧困など生活上の困難に直面する男女への支援
497,773 451,588 △ 46,185

　１　セーフティネットの機能の強化 253,756 223,947 △ 29,809

　２　雇用・就業の安定に向けた課題 0 0 0

　３　安心して親子が生活できる環境づくりに関わる課題 230,023 219,127 △ 10,896

　４　男女の自立に向けた力を高める取組 13,993 8,514 △ 5,479

第８分野　高齢者、障害者、外国人等が安心して暮らせる環境の整備
3,404,657 3,621,803 217,146

　１　高齢者が安心して暮らせる環境の整備 2,581,147 2,714,138 132,991

　２　障害者が安心して暮らせる環境の整備 823,510 907,665 84,155

　３　外国人が安心して暮らせる環境の整備 0 0 0

　４　女性であることで複合的に困難な状況に置かれている人々等への対応 － － －

平成26年度  男女共同参画基本計画関係予算額（総括表）

（男女共同参画推進の見地から当面特に留意すべき事項）



（単位：百万円）
平成25年度 平成26年度 対前年度比較

施策・事業

当初予算額 予算額 増△減額
第９分野　女性に対するあらゆる暴力の根絶

97,046 102,520 5,473

１　女性に対する暴力の予防と根絶のための基盤づくり 3,777 3,846 69

２　配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護等の推進 92,965 98,345 5,380

３　性犯罪への対策の推進 224 231 8

４　子どもに対する性的な暴力の根絶に向けた対策の推進 4 5 1

５　売買春への対策の推進 67 61 △ 7

６　人身取引対策の推進 － － －

７　セクシュアル・ハラスメント防止対策の推進 7 6 △ 1

８　メディアにおける性・暴力表現への対応 3 26 23

第10分野　生涯を通じた女性の健康支援
40,005 40,957 951

　１　生涯を通じた男女の健康の保持増進 － － －

　２　妊娠・出産等に関する健康支援 25,045 30,445 5,400

　３　健康をおびやかす問題についての対策の推進 6,700 6,954 253

5,826 6,050 224

　（２）薬物乱用、喫煙・飲酒対策の推進 874 904 30

　４　性差に応じた健康支援の推進 7,425 2,797 △ 4,627

　５　医療分野における女性の参画の拡大 163 165 2

　６　生涯にわたるスポーツ活動の推進 672 596 △ 76

第11分野　男女共同参画を推進し多様な選択を可能にする教育・学習の充実
985,829 969,931 △ 15,898

　１　男女平等を推進する教育・学習 974,570 960,159 △ 14,411

　２　多様な選択を可能にする教育・能力開発・学習機会の充実 11,259 9,772 △ 1,487

　３　学校教育の分野における政策・方針決定過程への女性の参画の拡大 0 0 0

第12分野　科学技術・学術分野における男女共同参画
2,313 2,023 △ 291

　１　科学技術・学術分野における女性の参画の拡大 － － －

　２　女性研究者の参画拡大に向けた環境づくり 2,298 2,008 △ 291

　３　女子学生・生徒の理工系分野への進学促進 15 15 0

第13分野　メディアにおける男女共同参画の推進
65 38 △ 26

　１　女性の人権を尊重した表現の推進のためのメディアの取組の支援等 65 38 △ 26

0 0 0

　３　メディア分野における女性の参画の拡大 0 0 0

第14分野　地域、防災・環境その他の分野における男女共同参画の推進
43 48 4

　１　地域における男女共同参画推進の基盤づくり 35 8 △ 27

　２　地域の活動における男女共同参画の推進 － － －

－ － －

　４　防災における男女共同参画の推進 8 40 32

　５　男女共同参画の視点に立った環境問題への取組の推進 － － －

第15分野　国際規範の尊重と国際社会の「平等・開発・平和」への貢献
159 523 364

　１　国際的協調：条約等の積極的遵守・国内における実施強化・国内への周知 2 2 0

　２　男女共同参画の視点に立った国際貢献 139 504 365

　３　対外発信機能の強化 18 17 △ 1

　　　　小　　計 7,357,460 7,731,067 373,606

　２　国の行政機関の作成する広報・出版物等における男女共同参画の視点に立っ
    た表現の促進

　３　男女共同参画の視点に立った地域おこし、まちづくり、観光、文化を通じた
    地域経済の活性化等の推進

　（１）ＨＩＶ／エイズや、子宮頸がんの原因となるＨＰＶ（ヒトパピローマ
　　　ウイルス）への感染を始めとする性感染症の予防から治療までの総合的な
　　　対策の推進



（単位：百万円）
平成25年度 平成26年度 対前年度比較

施策・事業

当初予算額 予算額 増△減額
第３部　推進体制
　１　国内本部機構の強化

22 18 △ 4

　　(1) 国内本部機構の組織・機能等の充実・強化 22 18 △ 4

　　(2) 総合的な推進体制の整備・強化等 0 0 0

7 6 △ 1

　　(1) 第３次基本計画の実施状況についての監視機能の強化 0 0 0

　　(2) 女子差別撤廃委員会の最終見解についての監視機能の強化 0 0 0

　　(3) 苦情の処理等の対応の充実 7 6 △ 1

－ － －

－ － －

　　　　小　　計 29 24 △ 4

　
　　総　　合　　計 7,357,489 7,731,091 373,602

（注２）四捨五入により計が一致しないところがある。

（注４）なお、本表は当初予算額を計上しており、補正予算による増減は反映していない。

（注３）施策・事業の予算額のうち男女共同参画基本計画関係の金額が特掲できない施策・事業予算又は他の項目に計上されている施策・事業予算のみの場合は、
　　　　「-」と表示している。

（注１）予算額は、一般会計予算、特別会計予算、財政投融資予算全て含む。

　２　第３次基本計画、女子差別撤廃委員会の最終見解等の実施状況
　　についての監視機能等の強化

　３　政府の施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響についての調査の
　　充実

　４　地方公共団体や民間団体等における取組への支援（地方公共団体、
　　国立女性教育会館、男女共同参画センター・女性センター、ＮＰＯ、
　　ＮＧＯ、地縁団体、大学、企業、経済団体、労働組合等）


